
学外研究費に係る間接経費取扱要領 

 

1．共通事項 

（趣旨） 

第1条 この要領は、文部科学省等の競争的研究費（以下「競争的研究費」という。）及

び受託研究、共同研究、奨学寄付金、その他の助成金等における間接経費の東洋大学

（以下「本学」という。）における取り扱いについて定めるものとする｡ 

2 競争的研究費の間接経費の執行については、各省庁が定めるもののほか、本学が定め

る諸規則及び本要領によるものとする｡ 

（定義） 

第2条 この要領において「管理部門に係る経費」とは、研究遂行に関連して間接的に必

要となる経費であり、人件費等本学の運営に必要な経費として本学の資金に充当すべき

経費をいう｡ 

2 この要領において「研究部門に係る経費」とは、研究遂行に関連して間接的に必要と

なる経費であり、競争的研究費を獲得した研究者の研究開発環境の改善や研究機関全体

の機能の向上に活用すべき経費をいう｡ 

 （使用目的） 

第3条 競争的研究費における間接経費は、「競争的資金の間接経費の執行に係る共通指

針」（平成13年6月4日付け13文科振第361号文部科学省研究振興局長通知）に基づき、

競争的研究費を獲得した研究者の研究開発環境の改善や研究機関全体の機能の向上に活

用することにより、研究の質を高めることを目的とする。受託研究、共同研究、奨学寄

付金等における間接経費の目的もこれに準ずる。 

（間接経費の使途） 

第4条 間接経費の使途は、「間接経費の主な使途の例示」（別紙）に定めるところによ

る｡ 

2 研究にかかわる直接経費として充当すべきものは、対象外とする｡ 

3 研究協力・研究支援体制整備に係る経費については、管理部門に係る経費より支出す

る｡ 

（間接経費の配分） 

第5条 間接経費の配分は、研究部門に係る経費については間接経費の50%を上限として配

分し、残りを管理部門に係る経費として配分する｡ 

 ただし、産前産後休暇、育児休業、介護休業及び休職に伴い研究を中断した研究者にお

いては、復職した年度のみ、研究部門に係る経費については間接経費の全額を上限とし

て配分する。 

 （一般管理費） 

第6条 委託元等により、一般管理費として規定され、支出されているものについても、



本要領でいう間接経費として取り扱い、本要領を適用するものとする。 

 

 

2．競争的研究費における間接経費に係る事項 

 （研究部門に係る経費の管理） 

第7条 間接経費が本学に入金された場合、本学の収人として計上し、研究推進部研究推

進課にて一括して管理する｡ 

2 当該年度における研究部門に係る経費の残額は、管理部門に係る経費として充当す

る。 

 （研究部門に係る経費の執行手続） 

第8条 間接経費を伴う競争的研究費を獲得した研究者は、交付の内定後から別途指定さ

れた期限までに、｢間接経費使用申請書｣を作成し、研究推進部研究推進課に提出しなけ

ればならない。ただし、研究遂行上やむを得ない事項が生じた場合は、この限りではな

い｡ 

2 研究部門に係る経費の申請金額については、当該競争的研究費の間接経費のうち50％

を上限とする｡ 

ただし、産前産後休暇、育児休業、介護休業及び休職に伴い研究を中断した研究者にお

いては、復職した年度のみ、研究部門に係る経費については間接経費の全額を上限とし

て配分する。 

3 研究推進部研究推進課は、研究者から提出された「間接経費使用申請書」に基づき、

関係部署との調整結果を取りまとめ、支出の可否を判断する｡ 

 （予算管理） 

第9条 研究推進部研究推進課は、予算の執行状況を把握し、適切な予算管理に努めなけ

ればならない｡ 

（固定資産の管理） 

第10条 当該経費により購入した機器備品（図書を含む。）は、その都度、所定の手続き

により大学に帰属させるものとする｡ 

 （返還） 

第11条 間接経費を伴う当該競争的研究費を獲得した研究者の転出等に伴い、当該競争的

研究費を転出先の研究機関等へ移管する必要がある場合は、異動時点における当該競争

的研究費の直接経費残額に応じた間接経費を合わせて異動先の研究機関等へ移管するも

のとする。ただし、異動先の研究機関等が間接経費を受け入れない場合は、当該競争的

研究費の取り扱いルール等に従い、間接経費の返還等を行うものとする｡ 

2 間接経費を伴う当該競争的研究費を獲得した研究者が、何らかの理由により研究を中

止する場合、当該競争的研究費の取り扱いルール等に従い、間接経費の返還等を行うも

のとする｡ 



（報告） 

第12条 研究推進部研究推進課は、競争的研究費に係る間接経費の執行実績について、当

該年度の翌年度の6月末日までに所定の書式をもって、関係省庁に報告しなければなら

ない｡ 

 

 

3．受託研究、共同研究、奨学寄付金、その他の助成金等における間接経費に係る事項 

（研究部門に係る経費の管理） 

第13条 受託研究、共同研究、奨学寄付金、その他の助成金等に伴う間接経費は、本学の

収入として計上し、受託研究、共同研究、奨学寄付金、その他の助成金等を受け入れた

研究者・研究機関が所属するキャンパスの研究助成担当課（以下「担当課」という。) 

にて管理する｡ 

2 契約期間終了時における研究部門に係る経費の残額は、管理部門に係る経費として充

当する｡ 

（研究部門に係る経費の執行手続） 

第14条 受託研究、共同研究、奨学寄付金等を受け入れた研究者は、研究契約締結から別

途指定された期限までに、「間接経費使用申請書」を作成し、担当課あてに提出しなけ

ればならない。ただし、研究遂行上やむを得ない事項が生じた場合は、この限りではな

い｡ 

2 申請金額については、研究者が受け入れた間接経費のうち50%を上限とする｡ 

ただし、産前産後休暇、育児休業、介護休業及び休職を伴い研究を中断した研究者に

おいては、復職した年度のみ、研究者が受け入れた間接経費の全額を上限とする。 

3 担当課は、研究者から提出された「間接経費使用申請書」に基づき、関係部署との調

整結果を取りまとめ、支出の可否を判断する｡ 

（予算管理） 

第15条 担当課は、予算の執行状況を把握し、適切な予算管理に努めなければならない｡ 

（固定資産の管理） 

第16条 当該経費により購入した機器備品（図書を含む。）は、その都度、所定の手続き

により大学に帰属させるものとする。ただし、委託元の規程等がある場合にはそれに準

ずる。 

 （返還） 

第17条 間接経費を伴う当該受託研究、共同研究、奨学寄付金、その他の助成金等を受け

入れた研究者が、何らかの理由により研究を中止する場合、委託元の規程等に従い、間

接経費の返還等を行うものとする｡ 

（報告） 

第18条 担当課は、委託元の規程等に従い、間接経費の執行実績について、所定の書式を



もって、委託元に報告しなければならない｡ 

 

附 則 

この要領は、平成21年1月26日から施行する｡ 

附 則 

この要領は、平成27年4月1日から施行する｡ 

附 則 

この要領は、平成30年8月3日から施行する｡ 

附 則 

この要領は、2021年9月14日から施行する｡ 



別 紙 

「間接経費の主な使途の例示」（第 4 条関係） 

  被配分機関において、当該研究遂行に関連して間接的に必要となる経費のうち、以下の

ものを対象とする。 

 ○管理部門に係る経費 

  ―管理施設・設備の整備、維持及び運営経費 

  ―管理事務の必要経費 

    備品購入費、消耗品費、機器借料、雑役務費、人件費、通信運搬費、謝金、国内外

旅費、会議費、印刷費 

など 

 ○研究部門に係る経費 

  ―共通的に使用される物品等に係る経費 

備品購入費、消耗品費、機器借料、雑役務費、通信運搬費、謝金、国内外旅費、会

議費、印刷費、新聞・雑誌代、光熱水費 

  ―当該研究の応用等による研究活動の推進に係る必要経費 

    研究者・研究支援者等の人件費、備品購入費、消耗品費、機器借料、雑役務費、通

信運搬費、謝金、国内外旅費、会議費、印刷費、新聞・雑誌代、光熱水費 

  ―特許関連経費 

  ―研究棟の整備、維持及び運営経費 

  ―実験動物管理施設の整備、維持及び運営経費 

  ―研究者交流施設の整備、維持及び運営経費 

  ―設備の整備、維持及び運営経費 

  ―ネットワークの整備、維持及び運営経費 

  ―大型計算機（スパコンを含む。）の整備、維持及び運営経費 

  ―大型計算機棟の整備、維持及び運営経費 

  ―図書館の整備、維持及び運営経費 

  ―ほ場の整備、維持及び運営経費 

   など 

 ○その他の関連する事業部門に係る経費 

  ―研究成果展開事業に係る経費 

  ―広報事業に係る経費 

   など 

 ※上記以外であっても、研究機関の長が研究課題の遂行に関連して間接的に必要と判断

した場合、執行することは可能である。なお、直接経費として充当すべきものは対象外

とする。 

 


